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留意事項について 

 

 

○介護給付費算定に係る体制等状況一覧表 

 介護サービス事業所及び介護予防サービス事業所から都道府県へ提出が求められて

いる「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」については、今回の介護報酬見直し

に伴い、報酬の算定要件の変更、新たな加算等の追加等に伴う変更が行われる予定で

あること。 

 また、政令市及び中核市が指定する事業所の「介護給付費算定に係る体制等状況一

覧表」については、事業所が市に提出し、市が都道府県に提供することとなるが、都道

府県においては、政令市及び中核市が指定した事業所についても、当該体制等に関す

る届出内容を反映させた事業所台帳を国保連合会へ提供することとなること（※指定事

務の取扱いと同様）。 

なお、報酬算定に係る届出の期限は下表のとおりである。 

サービス種類 届出に係る加算等の算定の開始時期 
平成24年4月

分の届出期限

・(介護予防)訪問通所サー

ビス 

・(介護予防)居宅療養管理

指導 

・(介護予防)福祉用具貸与 

・居宅介護支援 

・介護予防支援 

・届出が毎月15日以前になされた場合

には翌月から 

・16日以降になされた場合には翌々月

から 

3月26日 

・(介護予防)短期入所サー

ビス 

・(介護予防)特定施設入居

者生活介護（短期利用を

含む） 

・施設サービス 

・届出が受理された日が属する月の翌

月（届出が受理された日が月の初日

である場合は当該月）から 

4月2日 
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サービス種類 届出に係る加算等の算定の開始時期 
平成24年4月

分の届出期限

・定期巡回・随時対応型訪

問介護看護 

・複合型サービス 

・夜間対応型訪問介護 

・(介護予防)認知症対応型

通所介護 

・(介護予防)小規模多機能

型居宅介護 

・届出が毎月15日以前になされた場合

には翌月から 

・16日以降になされた場合には翌々月

から 

3月26日 

・(介護予防)認知症対応型

共同生活介護（短期利用

を含む） 

・地域密着型特定施設入居

者生活介護（短期利用を

含む） 

・地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護 

・届出が受理された日が属する月の翌

月（届出が受理された日が月の初日

である場合は当該月）から 

4月2日 

・介護職員処遇改善加算 ・届出についての経過措置を設ける 5月31日 

 

 

○都道府県における留意事項 

①届出項目の追加・変更に関する留意点 

 新たに追加された届出項目等において、報酬の算定上必要となる届出を行うこと。

なお、場合によっては、既存の届出項目でも、届出が必要なものもあるので、留意

すること（別紙１「既存の介護サービス事業所の届出留意事項」参照）。 

 とくに地域区分については、地域区分ごとの上乗せ割合、地域区分ごとの適用地

域の見直しが行われているため、事業所へ十分周知すること（別紙２「地域区分の

見直しについて」参照）。 
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 また、平成２４年３月末時点で介護職員処遇改善交付金の承認を受けている事業

所については、平成○年○月までの間、平成２４年３月３１日時点の交付金の届出

内容を平成２４年４月１日時点の介護職員処遇改善加算の届出内容とみなす経過措

置を設ける（別紙３「介護職員処遇改善の経過措置について」を参照）。 

 

②事業所台帳への変更項目の確実な反映 

 事業所台帳の項目変更に伴う旧事業所台帳からの移行においては、追加される台

帳項目の設定や、旧届出内容からの読み替えを行い、また様式変更後の体制等に関

する届出内容を確実に事業所台帳に反映するよう留意すること。 

 また、地域密着型サービス、地域密着型介護予防サービス及び政令市・中核市が

指定するものについてはその旨、市町村へ指導すること。 

 

③国保連合会への的確な情報提供 

 事業所台帳の異動情報については、国保連合会における審査にも使用するもので

あることから、国保連合会へ提供すること。 

 特に、４月サービスに係る事業所台帳の異動情報の提供については、新たな項目

体系に基づいて、国保連合会への提供を的確に行うこと。 

 また、地域密着型サービス事業所、地域密着型介護予防サービス事業所及び政令

市・中核市が指定する事業所についても、市町村から提供された情報に基づき、国

保連合会への提供を的確に行うこと。 

 

○その他（参考） 

月額包括報酬の日割り請求にかかる適用 

 月額包括報酬の日割り請求にかかる適用については、別紙４のとおりとする。 
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「既存のサービス事業所の届出留意事項」 
 
項番 サービス種類 変更点 既存事業所の取扱い 

１ 共通 その他該当する体制等の届出項目追加 新設された項目について新たな届出が

ない場合は「対応不可」、「なし」または

「減算なし」とみなす。 

 

２ 共通 「その他該当する体制等」欄の 

「地域区分」 

「１：特別区」 

「２：特甲地」 

「３：甲地」 

「４：乙地」 

を 

「１：１級地」 

「６：２級地」 

「７：３級地」 

「２：４級地」 

「３：５級地」 

「８：５級地の２」 

「４：６級地」 

「９：６級地の２」 

に変更 

既存届出内容が「１：特別区」で、新

たな届出がない場合は「１：１級地」と

みなす。 

既存届出内容が「２：特甲地」で、新

たな届出がない場合は「２：４級地」と

みなす。 

既存届出内容が「３：甲地」で、新た

な届出がない場合は「３：５級地」とみ

なす。 

既存届出内容が「４：乙地」で、新た

な届出がない場合は「４：６級地」とみ

なす。 

 

３ 共通 「その他該当する体制等」欄の 

「地域区分」に属する地域を変更 

見直しが行われている地域に所在する

事業所については、新たな地域区分の

届出が必要となる。 

４ １１：訪問介護 

１２：訪問入浴介護 

１５：通所介護 

１６：通所リハビリテー

ション 

２１：短期入所生活介

護 

２２：短期入所療養介

護 

２３：短期入所療養介

護 

３３：特定施設入居者生

活介護 

２７：特定施設入居者

生活介護（短期利用） 

５１：介護福祉施設 

５２：介護保健施設 

５３：介護療養施設 

６１：介護予防訪問介

護 

６２：介護予防訪問入

浴介護 

６５：介護予防通所介

護 

６６：介護予防通所リハ

ビリテーション 

２４：介護予防短期入

所生活介護 

２５：介護予防短期入

所療養介護 

 

「その他該当する体制等」欄に 

「介護職員処遇改善加算」 

を新設 

平成２４年３月末時点で介護職員処遇改

善交付金の承認を受けている事業所につ

いては、平成２４年５月末までの間、交

付金の届出内容を介護職員処遇改善の届

出内容とみなす経過措置を設ける（別紙

３「介護職員処遇改善の経過措置につい

て」を参照）。 

 

 

別紙１ 
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項番 サービス種類 変更点 既存事業所の取扱い 

４の 

つづ

き 

２６：介護予防短期入所

療養介護 

３５：介護予防特定施設

入居者生活介護 

７６：定期巡回・随時

訪問介護看護 

７１：夜間対応型訪問

介護 

７２：認知症対応型通

所介護 

７３：小規模多機能型

居宅介護 

３２：認知症対応型共

同生活介護 

３８：認知症対応型共

同生活介護（短期利

用） 

３６：地域密着型特定

施設入居者生活介護 

２８：地域密着型特定

施設入居者生活介護

（短期利用） 

５４：地域密着型介護

老人福祉施設 

７７：複合型サービス 

７４：介護予防認知症

対応型通所介護 

７５：介護予防小規模

多機能型居宅介護 

３７：介護予防認知症

対応型共同生活介護 

３９：介護予防認知症

対応型共同生活介護

（短期利用） 

（前ページと同様） （前ページと同様） 

５ １１：訪問介護 

１２：訪問入浴介護 

１３：訪問看護 

１４：訪問リハビリテ

ーション 

６１：介護予防訪問介

護 

６２：介護予防訪問入

浴介護 

６３：介護予防訪問看

護 

６４：介護予防訪問リ

ハビリテーション 

７１：夜間対応型訪問

介護 

７３：小規模多機能型

居宅介護 

７５：介護予防小規模

多機能型居宅介護 

「その他該当する体制等」欄に 

「同一建物に居住する利用者の減算」 

を新設 

新たな届出がない場合は「１：なし」と

みなす。 

 

６ １１：訪問介護 

 

「その他該当する体制等」欄に 

「日中の身体介護２０分未満体制」 

「サービス提供責任者体制」 

を新設 

新たな届出がない場合は「１：なし」ま

たは「１：減算なし」とみなす。 
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項番 サービス種類 変更点 既存事業所の取扱い 

７ １１：訪問介護 

６１：介護予防訪問介

護 

７１：夜間対応型訪問

介護 

「その他該当する体制等」欄における 

「３級ヘルパー体制」 

を廃止 

新たな届出は不要 

８ １３：訪問看護 「施設等の区分」欄に 

「３：定期巡回・随時対応サービス連

携」 

を新設 

新たな届出がない場合、「３：定期巡

回・随時対応サービス連携」は「なし」

とみなす。 

 

９ １３：訪問看護 

 

「その他該当する体制等」欄における 

「サービス提供体制強化加算」 

「２：あり」 

を 

「２：加算Ⅰ」 

「３：加算Ⅱ」 

に変更 

既存届出内容が「２：あり」で、新た

な届出がない場合は「２：加算Ⅰ」と

みなす。 

１０ １３：訪問看護 

１５：通所介護 

６３：介護予防訪問看護 

６５：介護予防通所介護 

７１：夜間対応型訪問介

護 

７２：認知症対応型通所

介護 

７３：小規模多機能型居

宅介護 

７４：介護予防認知症対

応型通所介護 

７５：介護予防小規模多

機能型居宅介護 

「主たる事業所の所在地以外の場所で一

部実施する場合の出張所等の状況」の 

「その他該当する体制等」欄における 

「サービス提供体制強化加算」を廃止 

新たな届出は不要 

１１ １４：訪問リハビリテー

ション 

６４：介護予防訪問リハ

ビリテーション 

「主たる事業所の所在地以外の場所で一

部実施する場合の出張所等の状況」 

にサービス種類を追加 

新たな届出がない場合は「なし」とみ

なす。 

１２ １６：通所リハビリテー

ション 

 

「施設等の区分」欄における 

「４：通常規模の事業所」 

「５：大規模の事業所（Ⅰ）」 

「６：大規模の事業所（Ⅱ）」 

を 

「４：通常規模の事業所（病院・診療

所）」 

「７：通常規模の事業所（介護老人保健

施設）」 

「５：大規模の事業所（Ⅰ）（病院・診

療所）」 

「８：大規模の事業所（Ⅰ）（介護老人

保健施設）」 

「６：大規模の事業所（Ⅱ）（病院・診

療所）」 

「９：大規模の事業所（Ⅱ）（介護老人

保健施設）」 

に細分化 

「施設等の区分」欄における既存届出

内容が「４：通常規模の事業所」で、

新たな届出がない場合は「４：通常規

模の事業所（病院・診療所）」とみな

す。 

「施設等の区分」欄における既存届出

内容が「５：大規模の事業所（Ⅰ）」

で、新たな届出がない場合は「５：大

規模の事業所（Ⅰ）（病院・診療所）」

とみなす。 

「施設等の区分」欄における既存届出

内容が「６：大規模の事業所（Ⅱ）」

で、新たな届出がない場合は「６：大

規模の事業所（Ⅱ）（病院・診療所）」

とみなす。 

介護老人保健施設は、新たな施設等区

分の届出が必要となる。 

 

１３ ２１：短期入所生活介

護 

 

「その他該当する体制等」欄における 

「緊急受入体制」 

を廃止し、 

「緊急短期入所体制確保加算」 

を新設 

 

「緊急受入体制」の届出内容に関わら

ず、新たな届出がない場合、「緊急短期

入所体制確保加算」は「１：なし」と

みなす。 
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項番 サービス種類 変更点 既存事業所の取扱い 

施設等区分１と２の 

「人員配置区分」欄に 

「１：従来型」 

「２：在宅強化型」 

を新設 

１４ ２２：短期入所療養介

護 

５２：介護老人保健施

設 

２５：介護予防短期入

所療養介護 施設等区分５～８の 

「人員配置区分」欄に 

「１：療養型」 

「２：療養強化型」 

を新設 

従来の届出内容に関わらず、算定を行

うためには、人員配置区分の届出が必

要となる。 

１５ ２２：短期入所療養介護 

２３：短期入所療養介護 

「その他該当する体制等」欄における 

「緊急受入体制」 

を廃止 

新たな届出は不要 

１６ ３３：特定施設入居者生

活介護 

 

「施設等の区分」欄における 

「４：高齢者専用賃貸住宅（介護専用

型）」 

「８：高齢者専用賃貸住宅（混合型）」 

を廃止 

算定を行うためには、新たな施設等区

分の届出が必要となる。 

１７ ３３：特定施設入居者生

活介護 

３６：地域密着型特定施

設入居者生活介護 

「その他該当する体制等」欄に 

「看取り介護体制」 

を新設 

新たな届出がない場合は「１：なし」と

みなす。 

１８ ２７：特定施設入居者生

活介護（短期利用） 

７６：定期巡回・随時対

応型訪問介護看護 

２８：地域密着型特定施

設入居者生活介護（短期

利用） 

７７：複合型サービス 

「提供サービス」欄にサービス種類を 

を新設 

 

算定を行うためには、新たな提供サー

ビスの届出が必要となる。 

１９ ５２：介護老人保健施

設 

 

施設等区分１と２の 

「その他該当する体制等」欄に 

「在宅復帰・在宅療養支援機能加算」 

を新設 

新たな届出がない場合は「１：なし」と

みなす。 

２０ ６１：介護予防訪問介

護 

「その他該当する体制等」欄に 

「サービス提供責任者体制」 

を新設 

新たな届出がない場合は「１：減算な

し」とみなす。 

２１ ６５：介護予防通所介

護 

「その他該当する体制等」欄に 

「生活機能向上グループ活動加算」 

を新設 

新たな届出がない場合は「１：なし」と

みなす。 

２２ ６６：介護予防通所リハ

ビリテーション 

 

「施設等の区分」欄に 

「１：病院又は診療所」 

「２：介護老人保健施設」 

を新設 

従来の届出内容に関わらず、算定を行

うためには、施設等区分の届出が必要

となる。 

２３ ２６：介護予防短期入所

療養介護 

施設等区分２、７の 

「その他該当する体制等」欄における 

「リハビリテーション提供体制」の 

「２：理学療法Ⅰ」 

を 

「１：理学療法Ⅰ」 

に変更 

既存届出内容が「２：理学療法Ⅰ」

で、新たな届出がない場合は「１：理

学療法Ⅰ」とみなす。 

２４ ３５：介護予防特定施設

入居者生活介護 

「施設等の区分」欄における 

「４：高齢者専用賃貸住宅」 

を廃止 

算定を行うためには、新たな施設等区

分の届出が必要となる。 
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項番 サービス種類 変更点 既存事業所の取扱い 

２５ ７３：小規模多機能型

居宅介護 

７５：介護予防小規模

多機能型居宅介護 

「施設等の区分」欄に 

「１：小規模多機能型居宅介護事業所」 

「２：サテライト型小規模多機能型居宅

介護事業所」 

を新設 

従来の届出内容に関わらず、算定を行

うためには、施設等区分の届出が必要

となる。 

 

２６ ３２：認知症対応型共

同生活介護 

３８：認知症対応型共

同生活介護（短期利

用） 

３７：介護予防認知症

対応型共同生活介護 

３９：介護予防認知症

対応型共同生活介護

（短期利用型） 

「施設等の区分」欄に 

「１：Ⅰ型」 

「２：Ⅱ型」 

を新設 

従来の届出内容に関わらず、算定を行

うためには、施設等区分の届出が必要

となる。 

 

２７ ３６：地域密着型特定施

設入居者生活介護 

「施設等の区分」欄における 

「３：養護老人ホーム」 

「４：高齢者専用賃貸住宅（介護専用

型）」 

「７：サテライト型養護老人ホーム」 

「８：高齢者専用賃貸住宅（混合型）」 

を廃止 

 

 

 

 

 

算定を行うためには、新たな施設等区

分の届出が必要となる。 

 

 


